
省エネ法における
発電事業への対応について
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10,650億kWh程度
省エネ＋再エネ

で約４割

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対策前比▲17%）

電力
９８０８
億kWh
程度

電力需要 電源構成

（総発電電力量）

12,780億kWh程度

（総発電電力量）

２０３０年度 ２０３０年度２０１３年度（実績）

経済成長
１．７％／年

電力
９６６６
億kWh

石油 ２％程度

石炭２２％程度

ＬＮＧ２２％程度

原子力１８～１７％
程度

再エネ１９～２０％
程度

省エネ１７％程度

再エネ２２～２４％
程度

原子力２２～２０％
程度

ＬＮＧ２７％程度

石炭２６％程度

石油 ３％程度

（送配電ロス等）

水力 ８．８
～９．２％程度

太陽光 ７．０％程度

風力 １．７％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
３．７～４．６％程度

地熱 １．０
～１．１％程度

ベースロード比率
：５６％程度

 東日本大震災以降、天然ガスや石油等による火力発電の電力量が一時的に増加。震災後の
長期エネルギー需給見通しにおいてもエネルギー供給の半分以上（５６％）を占める電源。
 長期エネルギー需給見通しでは、「石炭火力、LNG火力発電の高効率化を図り、環境負荷

の低減と両立しながら、その有効活用を推進する」とされている。

火力発電の現状
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 火力発電は、設備の規模や利用技術によって効率が変化。
 長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、LNG火力については全体としてコンバインドサイクル(GTCC)並みの効

率に、石炭火力については、IGCCやIGFC等の最新技術の火力を最大限活用し、また、効率の悪い火力発電の新
陳代謝により、設備全体としてＵＳＣ（超々臨界圧：Ultra Super Critical）並の効率となる必要。

 こうした観点からは、効率の悪い小規模石炭火力の新設については適切な規制を導入すべきではないか。

＜ＬＮＧ火力発電の効率向上＞

＜石炭火力発電の効率向上＞

エネルギーミックスを実現するために
必要な石炭火力の発電容量イメージ

長期需給見通しの実現に向けた火力発電のあり方
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 小売参入の全面自由化により、「一般電気事業」や「特定規模電気事業」といった、電気の供給先に
応じた事業類型の区別がなくなることから、発電事業、送配電事業、小売電気事業ごとに、各種の
規制が課されることになる。

 省エネ法では、一般電気事業者及び卸電気事業者を主要な事業者として規制しているが、全面自
由化後には、新規の発電事業者による発電電力量の増加が予想される（例えば、新電力の発電電
力量に占める割合は１．２％（2005年度）から３．４％（2014年度）へと増加）。

現行制度（部分自由化） 小売参入全面自由化後

既存電力会社
（一般電気事
業者）

 「一般の需要」への供給を行う。
 家庭等の規制部門への供給は、供

給義務・地域独占・料金規制（総
括原価方式による認可制）

 自由化された大口需要（「特定規
模需要」）への供給を行う。

 一般電気事業者・特定規模電
気事業者への供給を行う。

 公的ｲﾝﾌﾗたる送
配電網を運営

 地域独占・料金
規制（総括原価方
式による認可制）

新電力
（特定規模電気
事業者）

電源開発、日本
原電、製鉄・製
紙メーカー等

発電事業

発電事業 小売電気事業

３事業を兼業（現行の体制と同様）

送配電事業

【届出制】 【許可制】 【登録制】

 ｲ ｺ ｰ ﾙ ﾌ ｯ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ
（公平な競争条
件の確保）のた
め一律の規制

 「一般の需要」
（全需要家）に
自由に供給

 供給力確保義務

 ｲｺｰﾙﾌｯﾃｨﾝｸﾞのた
め一律規制

発電事業

小売電気事業

新たな発電事業者の参入
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エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）

対象：工場等を設置して事業を行う者
(エネルギー使用量1,500kl/年以上）

・エネルギー管理者等の選任義務

・エネルギー使用状況等の定期報告義務

・中長期計画の提出義務

・事業者の努力義務

対象：貨物／旅客の輸送を業として行う者
（保有車両数 トラック200台以上、鉄道300両以上

等）

・中長期計画の提出義務

・エネルギー使用状況等の定期報告義務

・事業者の努力義務

対象：自らの貨物を輸送事業者に輸送させる
者（荷主）

（年間輸送量が3,000万ﾄﾝｷﾛ以上）

・計画の提出義務

・委託輸送に係る

エネルギー使用状況等の定期報告義務

・事業者の努力義務

エネルギー消費機器等

対象：エネルギー消費機器、熱損失防止建築材料の製造又は輸入
事業者

＜トップランナー制度＞（３１品目）
（乗用自動車、エアコン、テレビ等のそれぞれの機器などにおいて商品化さ

れている最も優れた機器などの性能以上にすることを求める制度）

・事業者の努力義務

事業者の一般消費者への情報提供の努力義務

・家電等の小売業者による店頭での分かりやすい省エネ情報
（年間消費電力、燃費等）の提供

・電力・ガス会社等による省エネ機器普及や情報提供等

一般消費者への情報提供

対象：住宅・建築物の建築主・所有者
（延べ床面積300㎡以上）
・新築、大規模改修を行う建築主等の省エネ措
置に係る届出義務・維持保全状況の報告義務

・建築主、所有者の努力義務

対象：建売戸建住宅の供給事業者
（年間150戸以上）

・供給する建売戸建住宅における省エネ性
能を向上させる目標の遵守義務
・事業者の努力義務

工場・事業場 運輸 住宅・建築物

 省エネ法は、我が国の省エネ政策の根幹。石油危機を契機として1979年に制定。

 産業・業務・家庭・運輸の各部門におけるエネルギーの効率向上を求めている。
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省エネ法の概要（対象とするエネルギーについて）

燃料

原油、揮発油、重油、石油製品（ナフサ、灯油、軽油、石油アスファルト、石油コークス、石油ガス）、可燃性天
然ガス、石炭、コークス、石炭製品（コールタール、コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガス）

熱

ただし、燃料を起源としない熱（太陽熱、地熱など）のみを発生させる設備から発生した熱は除く。（外部から供
給される場合には、その供給事業者が燃料を熱源としない熱のみを供給する事業者である必要がある。）

電気

ただし、燃料を起源としない電気（太陽光、風力など）のみを発生させる設備から発生した電気は除く。（外部か
ら供給される場合には、その供給事業者が燃料を起源としない電気のみを供給する事業者である必要があ
る。）

 省エネ法は、化石燃料と化石燃料起源の熱・電気を「エネルギー」として定義し、エネルギー
の使用の合理化を求めている。
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省エネ法上のエネルギーの定義

エネルギーの使用の合理化の定義

一定の目的を達成するためのエネルギーの使用に際して、より少ないエネルギーで同一の目的を達成するた
めに徹底的な効率の向上を図ること



＜定期報告での評価項目＞

省エネ措置の取組状況

 エネルギー消費原単位の推移

ベンチマーク指標の状況

①判断基準 ：

事業者の管理体制や個別機器の管理方法に関する遵守事項
を、判断基準（告示）で規定。

③ベンチマーク指標と目指すべき水準：
現在の設定業種：鉄鋼、電力、セメント、紙、石油精製、化学

目指すべき水準：各業界で最も優れた事業者（１～２割）が
満たす水準

 年間1500kl以上のエネルギーを使用する事業者は、毎年定期報告書を提出する義務がある。

 定期報告書の内容に基づき、エネルギーの使用の合理化の状況に問題のある事業者に対して、
省エネの観点から指導等を実施。

省エネ法の概要（省エネ取組の評価方法について）

7

事
業
者

定期報告書の
提出

経
済
産
業
省

指
導

定期報告内容の評価
報告徴収や立入検査など

の調査

取組が著しく
不十分な場合

指示に
従わない場合

公
表
、
命
令

合
理
化
計
画
の

作
成
・
提
出
指
示

命令に
従わない場合

罰
則

②エネルギー消費原単位 ：年平均１％以上低減
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定期報告データから見た発電事業の状況

 年間１５００kl以上（※）のエネルギーを使用した事業者のうち、発電を行うとして定期報告のあった事業者は８５
社であり、発電所は２２６箇所。（平成２５年度実績）

※ 発電効率や燃料の種類によるが、およそ年間６００万kWh以上発電する場合に相当。

 一般・卸電気事業者の運用する発電所に比べ、独立系発電事業者（ＩＰＰ）や発電を副業とする事業者は小規模
な発電所を中心に運用している状況。

事業者の性質 事業者数 発電所数 発電所での年間エネル
ギー消費量の合計

一般・卸電気事業者 １２ １４４ １６３百万kl

共同火力・共同発電事業者

（一般・卸電気事業者と他の事業
者の共同で設立の事業者）

１０ １３ １５百万kl

独立系発電事業者（ＩＰＰ） ５０ ５２ １１百万kl

発電事業を副業とする事業者 １３ １７ ２百万kl

省エネ法に基づく定期報告書より資源エネルギー庁省エネルギー対策課作成
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省エネ法判断基準の概要

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準

Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準 （基準部分）

前段部分

１ 専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等におけるエネル
ギーの使用の合理化に関する事項

２ 工場等（１に該当するものを除く。）におけるエネルギーの使用の合
理化に関する事項

（１）燃焼設備
（２）加熱設備等
（３）廃熱回収設備
（４）発電専用設備等

など６項目

各項目について、
①管理
②計測及び記録
③保守及び点検
④新設に当たっての措置

（１）空調設備、換気設備
（２）ボイラー設備、給湯設備
（３）照明設備、昇降機
（４）受変電設備、ＢＥＭＳ

など８項目

ア．管理体制整備
イ．責任者の配置
ウ．取組方針の規定
エ．取組方針の遵守状況の確認・評価・改善 など８項目

各項目について、
①管理
②計測及び記録
③保守及び点検
④新設に当たっての措置

Ⅱエネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に
取り組むべき措置 （目標部分）

前段部分

・エネルギー消費原単位の年平均１％以上減少
・ベンチマーク指標の改善と目標水準達成 など

１－１ 専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等に
おけるエネルギーの使用の合理化に関する事項

（１）空調設備 （３）ボイラー設備
（２）換気設備 （４）給湯設備 など９項目

１－２ 工場等（１－１に該当するものを除く。）におけるエネルギーの
使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置

事業所の設備について取り組むべき事項

（１）燃焼設備 （３）廃熱回収設備
（２）熱利用設備 （４）コジェネ設備 など８項目

事業者全体で取り組むべき基準

事業所の設備について取り組むべき基準

工場の設備について取り組むべき基準

工場の設備について取り組むべき目標

事業所の設備について取り組むべき目標

事業者全体で中長期的に取り組むべき目標

２ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項

（１）熱の効率的利用
（２）余剰蒸気の活用
（３）未利用エネルギーの活用 など６項目



この際、別表６に掲げる電力供給
業（※）に使用する発電専用設備を新設する場合には、汎用機
の中で最高水準の発電端効率のものとすること。

事業者全体で、原油換算で年間１５００kl以上消費

 毎年度、判断基準の遵守状況について定期報告義務
 判断基準に照らして著しく不十分な場合には、指示・命令措置

判断基準（工場関連）の概要

燃焼設備、発電専用設備など設備について、それぞれ以下の事
項に関する事項を規定
• 管理
• 計測及び記録
• 保守及び点検
• 新設にあたっての措置

 発電専用設備の新設に当たっては、国内火力発電設備の平均的
な受電端効率と比較して、著しく下回らないことを求めている。

 発電専用設備の新設に当たっての措置において、「汎用機の中で
最高水準の発電端効率のものとすること」が追加で求められる。

さらに、
一般・卸電気事業の場合

特定事業者として指定

論点 規制対象の見直し

論点 規制水準の見直し

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の
判断の基準（抜粋）

① 発電専用設備の管理

ア．発電専用設備にあっては、高効率の運転を維持できるよう
管理標準を設定して運転の管理をすること。また、複数の発電
専用設備の並列運転に際しては、個々の機器の特性を考慮
の上、負荷の増減に応じて適切な配分がなされるように管理
標準を設定し、総合的な効率の向上を図ること。

イ．火力発電所の運用に当たって蒸気タービンの部分負荷にお
ける減圧運転が可能な場合には、最適化について管理標準を
設定して行うこと。

② 発電専用設備に関する計測及び記録

発電専用設備については、総合的な効率の計測及び記録に
関する管理標準を設定し、これに基づき定期的に計測を行い、
その結果を記録すること。

③ 発電専用設備の保守及び点検

発電専用設備を利用する場合には、総合的な効率を高い状
態に維持するように保守及び点検に関する管理標準を設定し、
これに基づき定期的に保守及び点検を行うこと。

④ 発電専用設備の新設に当たっての措置

ア．発電専用設備を新設する場合には、電力の需要実績と将
来の動向について十分検討を行い、適正規模の設備容量の
ものとすること。

イ．発電専用設備を新設する場合には、国内の火力発電専用
設備の平均的な受電端発電効率と比較し、年間で著しくこれ
を下回らないものとすること。

※電気事業法第２条第１項第一号に定める一般電気事業又は同
項第三号に定める卸電気事業のうち、エネルギーの使用の合
理化等に関する法律第２条第１項の電気を供給する事業

発電設備に関する判断基準
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 ベンチマーク制度とは、事業者の省エネ状況を絶対値で評価する指標（ベンチマーク指標）を定め
ることで、事業者の省エネ取組をより公平に評価する制度であり、エネルギー消費原単位とは別の
評価軸から事業者の評価を行うもの。

 「目指すべき水準（各業界での上位事業者（１～２割）が満たす水準）」を設定し、これを満たす事業
者は省エネ優良事業者として、定期報告上でプラス評価を行う。

産業部門のベンチマーク指標（2008～2009年に制定）

6業種10分野で設定

出所：ＥＤＭＣ

製造業の約8割をカバー

鉄 鋼

29.7%

化 学

36.9%

窯業土石

5.3%

紙･パルプ

5.4%

2012年度
5,774（PJ)

その他
22.7%

ベンチマーク制度の概要



12

電気供給業のベンチマーク制度

事業 ベンチマーク指標 目指すべき水準

電力供給業

（電気事業法第２条第１項第一
号に定める一般電気事業又は
同項第三号に定める卸電気事
業者のうち、エネルギーの使用
の合理化等に関する法律第２
条第１項の電気を供する事業）

熱効率標準化指標

当該事業を行っている工場の火力発電設備（低稼働のもの等を除く。）におけ
る定格出力の性能試験により得られた発電端熱効率を定格出力の設計効率で
除した値を各工場の定格出力によって加重平均した値

１００．３％以上

火力発電熱効率

当該事業を行っている工場の火力発電設備における発電端電力量の合計値
を、その合計値を発生させるのに要した燃料の保有発熱量（高位発熱量）で除し
た値

未設定

目指すべき水準達成率の推移

H21 
FY

H22 
FY

H23 
FY

H24 
FY

電力供給業

報告事
業者数 11 11 11 11

達成事
業者数 3 3 2 2

ベンチマーク指標（平均値）の推移

99.0
99.1
99.2
99.3
99.4
99.5

H21FY H22FY H23FY H24FY

（％）

熱効率標準化指標＝

定格出力の性能試験に
おける発電端熱効率

定格出力の設計効率

×１００（％）

※１事業者全体の値は、各発電設備の定格出力で加重平均（た
だし、離島における発電設備及び年間発電時間が１，０００
時間未満の発電設備を除く。）。

※２ 「定格出力の性能試験」とは、ＪＩＳ等の規格を参考に実施し
た試験。

※３「発電端熱効率」とは、発電設備での発電量を、その発電に
要した燃料の保有発熱量（高位発熱量）で除した値。

※４「設計効率」とは、発電設備設計時の発電端熱効率。
出典：総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会

第３回工場等判断基準小委員会（平成２０年度）

補足説明

改善

悪化

12

論点 規制対象の見直し

論点 ベンチマーク指標の見直し
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＜平成２５年度定期報告書（平成２４年度実績）におけるベンチマーク報告結果 平均値の後のかっこ内は前年度値）＞

１．高炉による製鉄業
目指すべき水準： 0.531 kl/t以下

平均値： 0.590 kl/t（0.590)

達成事業者数／
報告事業者数： 0/4（0％）

達成事業者： なし
２．電炉による普通鋼製造業
目指すべき水準： 0.143 kl/t以下

平均値： 0.179 kl/t（0.180)

達成事業者数／
報告事業者数： 3/34（8.8％）

達成事業者： (株)城南製鋼所､(株)ﾄｰｶｲ、
山口鋼業(株)

３．電炉による特殊鋼製造業
目指すべき水準： 0.36 kl/t以下

平均値： 0.61 kl/t（0.53)

達成事業者数／
報告事業者数： 5/20（25.0％）

達成事業者： 愛知製鋼(株)､大阪高級鋳
造鉄工(株)､新東工業(株)､
KYB-CADAC(株) 他１社

５．セメント製造業
目指すべき水準： 3,891 MJ/t以下

平均値： 4,130MJ/t（4,108）

達成事業者数／
報告事業者数：

達成事業者：
4/15（26.7％）
麻生ｾﾒﾝﾄ(株)､住友大阪ｾﾒﾝﾄ
(株)、(株)ﾃﾞｲ･ｼｲ､電気化学工
業(株)

６．洋紙製造業

目指すべき水準： 8,532 MJ/t以下

平均： 13,999 MJ/t(14,464)
達成事業者数／
報告事業者数： 5/21（23.8％）

達成事業者： (株)ｴｺﾍﾟｰﾊﾟｰJP､王子製紙
(株)､北越紀州製紙(株)､中越
パルプ工業(株) 他１社

７．板紙製造業

目指すべき水準： 4,944 MJ/t以下

平均： 8,734 MJ/t（8,723)

達成事業者数／
報告事業者数： 4/29（13.8％）

達成事業者： いわき大王製紙(株)､(株)ｴｺ
ﾍﾟｰﾊﾟｰJP､大豊製紙(株)､特種
東海製紙(株)

８．石油精製業

目指すべき水準： 0.876以下

平均： 0.934（0.946)

達成事業者数／
報告事業者数： 2/13（15.4％）

達成事業者： 東亜石油(株)､東燃ゼネ
ラル石油(株)

９．石油化学系基礎製品製造業

目指すべき水準： 11.9 GJ/t以下

平均： 12.6 GJ/t（12.5)

達成事業者数／
報告事業者数： 1/9（11.1％）

達成事業者： 東燃化学(同)

１０．ソーダ工業

目指すべき水準： 3.45 GJ/t以下

平均： 3.58 GJ/t（3.59)

達成事業者数／
報告事業者数： 6/20（30.0％）

達成事業者： 鹿島電解(株)､(株)ｶﾈｶ､
信越化学工業(株)､住友
化学(株)､東北東ｿｰ化
学(株)､(株)ﾄｸﾔﾏ

 ベンチマーク指標の平均値、標準偏差、目標水準（業界全体の１～２割が満たすことを想定）を達
成した事業者の名前を公表している。

４．電力供給業
目指すべき水準：

平均値：
達成事業者数／
報告事業者数：

達成事業者：

100.3 ％以上
99.2 ％（99.2％）

2/11（18.2％）
電源開発(株)､東北電力
(株)

注）達成事業者については公表に同意した事業者を五十音順に記載。

ベンチマーク指標の状況


